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Ⅰ 問 題 の 視 角

理論体系は抽象から具体へと上向する演樺の路を辿るべきであるときわめて

簡単に言われるが,実際にはこの抽象 レベルの論理自体が共有財産になってい

ない.多くの経済学研究者の苦しみは,ここに集約されるであろう.それだけ

ならまだしも,研究者の神経を消耗させるもっとも大きな困ったことは,各 ン

ユーレの各始祖の抽象 レベルをいま少 し具体化させようとする営為の多くに,

始祖が本格的に取 り上げたわけではない鮪域に関する片言隻語をあhこれ と解

釈することに集中し,解釈のヴァリ-ィンヨンを数学上の阻み合わせの定理そ

のままの笹煩だけ集漬させている弊が見られることであるo Lか も,悲劇 とし

か言えないことに,その解釈の正否が具体的現実からの圧巨船からではなく,原

典への忠実さの程度から判定されるという悪弊 も加わる｡肝心の原典自体がき

わめて多様な解釈の可能性を許す断片的記述しか残 していないのだから当然の

ことだが,正否の判定の,そのまた正否が論議されるという形で,消耗戦が延

延と続 き,なおそれは進行中であると言ってもよい｡この悪無限を断ち切 りた
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い と誰 し も願 ってい る｡ しか し,何 を, どの よ うに断 ち切れば よいのかo議論

は常 に胴 々め くりを繰 り返す のであ る｡

この悪無限を断 ち切 るために さしあた って必要 なこ とは,経 済理論 その もの

に何 もか も要 求 しない ことか ら出発 し直すへ きではないだ ろうか｡最終 的に近

つ くへ き現実 のす へての局面 を抽象 レベ ルC')理論 に押 し込 む ことはそ もそ も無

理 であ り,説 明すべ き現実 を限定す るこ とに よって しか抽象 レベルの理論を設

定す る ことはで きないo この認識 に後退すべ きではないだ ろ うか.扱 う現実 の

局面 の差 異に よって, 設定 され た抽象的 なモデルの照 射す る足巨雛は異 な るし,

道 に モデルの性格 自体 が説 明 しうる現実 の局面 の範 囲を決定す るか らであるO

『資本論』 の性格 1っを とってみ て も. この体 系は抽象か ら具体 への後方 の

旅を清輝 のみに よって構成 され てい る ものではない ことに気づ くであろ う｡ 資

本に とっての究極.の ｢制限｣ が資本 自体 であ ることを論証す るためには1).需

要不足, 労働 力調達ノ 原料制約,等 々の資本 に とって の中途 の制 限が可能的 に

克服 され た もの として,論理次 元は進 展 させ られねは な らなか った ので あるZ)Q

1) ｢しかし,資本がそのような限界をいずれも制限として指定し,したがってまたそれを観念的
にのりこえるということから,けっして資本がその制限を現実的に克雅したという結論にはなら

ない｡そLてそのような制限はいずかも資太の親定には矛盾するから,その生産は,た束ず克服

され,しかもやはりまたたえず生みだされる矛盾のなかで運動している｡それだけではない｡資

本はやすみなく普遍性をもとめているが,この普遍性は,資本白身の本性に制限を兄いだすOこ

の制限は,資本の発展のある一定の段階で資本自体がこの傾向の最大の制限となることを認識さ

せ,そしてそのために資本自体による資本の止揚に向かっておしすすかL)ることになる｣ (-ルク

ス,邦訳 『経済学批判要綱』II,大月書店,338ページ)｡
2) たとえば,固定資本の速やかな消滅 (資本の回転を早める)を期す長時間操業なり,生産力の

発達なりが原料消費量を増大させるが,必要な原料は調達しうるとの前提に立たないかぎり,体
系は前に進まない｡現葵には,原料生産を資本は世界市場で組織しなければならないのである.

LかL, ｢前半の体系｣では,この形態は扱われず,｢律半の体系｣の課題としてマルクスは留
保していたのではないだろうか｡ 『資本論』第1巻,第4篇 (相対的剰余価値の生産),第13章
(披械廷臣と大工業),発7節 (機械経営の発達にともなう労働者の反濠と牽引｡終業恐慌)の

マルクスの叙述,およびその個所につけられたマルクスの原注は,｢資本論体系｣の性格をきわ
めて象徴的に表現しているものと思えるo

｢機械経営は,外国市場を強制的に自己の原料の生産部面に変ずる｡かくして,東イソトは,

大プリチ/のための綿花,羊毛,大麻,責麻,藍,等々の生産を或制された｡大=菜の清国にお

ける労働者の絶えざる く過剰化)は,諸外国-の移住と植民とを温室的に促進し.これらの外国

は,たとえばオーストラリアが羊毛の生産地となったように,母国の原料の栽植地に変ぜられる｡

樽械経営の主要所在地に対応する新たな国際的分業が創出されて,それは地球の一部分を.工/
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もちろん,可能的克服 とは現実的克服そのものを意味 しない｡ 『資本論』次元

では,資本の全生薩に出会 う制限の克服方法なり運動形態論な りが′一種の体

系のコプのような飛び地 として扱われているが, これは抽象理論の次元の進展

に現実の 1こまが利用されていることを示す ものである3)｡

ところが,意識 されているか合かにかかわ らず, 『資本論』体孫のこのよう

な性格が,共通項 としての抽象 レベルを 『資本論』に置 く後世のソユーレの世

界市場吉軌 貿易論の展開方法に基底的な影響を与えているのであるOすなわち,

資本の生産過程,流通過程を内包する資本の総過程を踏まえた うえで,国家,

外国貿易,世界市場- と上向することを多 くの研究者が志向しなが らも,その

内実はノマルクスの留保 していた領域 (いわゆる ｢前半体系｣でわずかに与え

られている世界市場に関する叙述)杏,落ち穂拾いのように集める作業を行な

ってきたことにそれが示されているO次元進展の手段にすぎなかった｢飛び地｣

が,国際価値論では出発点になってしまった｡太い主幹の側枝 (限界の可能的

克服 としての留保条件)を主幹から離 して縦に組み直すという形で現に行なわ

れている作業は,まさに方法的転倒を示す ものであるO

側枝 と側枝 との間にどうして も出てきてしまう論理的溝 (主幹か ら切断した

ために生 じる)を歴史的叙述で埋めてこざるをえなか ったのも,理論 とか体系

＼業を主とする生産地域としての他の部分のための,農業を主とする生産地域に転rヒさせる｡ こ

の革命は,轟業における変革と開通するものであるが,一この変革についてはまだこれ以上詳しく
論ずべきぽあいではない｣ し向坂逸郎訳 ul賢本論』第1着,倉改商店,572べ-ジ)｡

｢合衆国の経済的発展は,それ自体ヨーロッパの.詳しく言えばイギリスの.大工業産物であ
る｡その今日の姿 (1866年)では.合衆国はやはりなお=-1]ソバの植民地と見なされねばなら
な.い｡｢第4版へ- その後.合衆国は世界第2の工業Eglに尭連したが,とはいっても,その植

民地的性格を完全には失っていない｡- F.エソゲルス｣ (同上,注234,572ページ)0
ここで札 (1)この叙述がなされている次元.(ll)原料生産が貿易の帰結として出てきたのではな

く(比較優位の帰結としてではなく),工業国の資本の力によって組織されたものであること,
粥しかし.この具体的な形態なり論理は,農業変革との閑適でもっと別の次元の個所で展開され
ねばならないことが強調されている, といった3点に注意されたい｡なお,世界市場における
｢生産の阻糖化｣の通時的重要性については.本山莞彦 ｢世界市場における生産03組織化｣ (顔
EEl桐郎･本LLr美彦踊 『世界経済論を学ぶ』,有斐閣選書,1979年)参照.
3) 体系中の-壕のコプのようなこの留保が,体系と現実との遊離を調亜しているのである｡詳し

くは,本LLT美彦 『世界経済論丁複合性理解の試み』.同文飼,1976年,40-45ベーン,参照｡
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の性格について無自覚であったことを反映するものだが,結果的には,側枝で

使用された用語の定義なり,マルクスの真意なりが,再び主幹に立ち戻って検

証される, という以上には抜け出Q/ないできた.主幹そのものを上方に繁 らせ

る主観的意図をもちながらも,側枝の主幹への接着点のみが論じられるにすぎ

ず,側枝は常に側枝にととまらざるをえなか･?た｡要するに,用語定義の過度

の厳密さが,貿易論とか世界市場論の具体化を損なわしめた 1つの例が貿易論

であり,国際価値論たったのである｡すべてのヴァリ-ィソヨンが主幹の抽象

レベル-絶えず引き戻されて,ついには現実-の上方の出口は見失なわれてし

まった｡

このような,過度の論争の集積が生み出す閉塞状況を打破するには,さしあ

で説明すべき現実を限定するしか方法は残されていないと思える.説明すべき

現実を限定することとは,換言すれば,抽象 レベルにおける理論の射雇距離を

確かめる作業のことであるo建て前はともか く.設定 しうる抽象 レベルの理論

で,魔法の板のごとく現実の全局面を抽象的に表現することなどできるもので

はないOこれまでにわれわれが体験 したのは,設定されるべき抽象 レベルの理

論の性格が表象される現実の局面によって決定されていたこと,適に言えば,

現実の表象のされ方によって,モデルなり理論なりが絶えず組み変えられてき

た事実ではなかったのか｡経済理論がかつてのような迫力を失なってしまった

現在,下向,上向の旅という言葉の空々しさとむなしさを,われわれはそろそ

ろ反省しても良い時期に来ているのではないだろうか｡定義の厳密性に過度に

こだわることなく,現在の理論状況下 でさしあたって必要なことは,抽象的モ

デルのフレームを組み変えつつ,初期に設定 した現実の限定された局面にとに

か く進んでみる, という姿勢である｡

われわれの当面の課題は,国際間の農工分業を説明しうるには. どの程度の

抽象 レベルを最低限の条件 とするのかを確かめてみることであるn もっとも.

量的には,世界市場における農工間交易はそれほど大きくはない｡FE倒的には
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先進国工業製品間の交易から世界市場の交易は成 り立っているからである｡に

もかかわらずノわれわれが量的には小さい農工間交易を世界市場の基底に置 く

のは,資本の手になる生産の組織化′すなわち,マルクスの言う ｢新たな国際

分業の創出｣(本稿注2.参照)を重視するからでもあるし,世界市場舞台で自

国工業部門を展開することのできる国民経済と,できない地域経済とのお りな

す累積的効果G')中に世界市場の複合性が形成される要田を見るか らであるoこ

のような現にあるLL界市場の局面は, との程度の抽象 レベルでなら説明されう

るのであろうか｡問題はここに限定される｡

手続 き的には,比較生産費説と国際価値論との莞頁似性 と相違性を確認する作

業からはじめよう｡現在までのところ′貿易論のもっとも抽象 レベルはこの2

つの群論であると見なされているからであるO最初に,モデルの数値の性格に

ついて検討するOその結見 比較生産費説ではどちらでもよいことになる区別

と想定,すなわち,先進国,後進国の区別′そして,全部門の生産性において

先進国が後進国を上廻るという想定が,国際価値論では前提されなければなら

ない, というモデルの性格が指摘される.これまでもこの点は,国際価値論の

暗黙の了解事項であったがノ国際価値論の可能性を展望するさいには,その了

解事項が存在する必然性を,論理的に,それもモデルの枠内で解明することが

必須の作業である′ と考えられる｡

次に,生産の技術係数が無限に弾力的な比較生産費説 と,一定期間は固定的

な国際価値論との等産出量緑が比較され,交易条件の変化や国内経済再均衡が

ほぼ同時的に決定される前者 と,調整的プロセスに価格の絶対水準そのものの

変化を伴う後者O-)射程足巨離の差異り確認が行なわれる｡ ところが,この肝心の

価格水準の変化についても,国際価値論はそれほどの関心を払ってこなかった

ように思えるQ第3に,貿易のさしあたっての効兄であるとされる利潤率の変

化を問題にするには,2国2財とは何を表現しなければならないのかが展望さ

れるOこれをモデル内に組み込むかぎり,2国2財モデルとは,完結 した再生

産横道を表現するものでなければならないことの確認がそこではなされる0第
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4に, リカー ドゥの原型モデルと同じく.国際価値論においても技術係数固定

化の条件下では,輸出超過利潤は一般的利潤率を変化させるものではなく,そ

の可能性があるものは輸入の低廉化であること, しかし, この場合にも技術係

数の変化がないかきり,一般的利潤率は変化 しないことが論証されるo Lかし,

一般的利潤率の成立条件はきわめて厳 しく, これにこだわることは,2国2財

の数値の意味 も変えなければならないのであるOこの点についても.国際価植

論では意外に無関心hであったと思われるので,改ためて注意を喚起 しておいたO

最後に,最終財の最終的商L]P｡価丁直しあるいは価格)比較という手法は,商rlLJn諭

(『資本論』 の第1葺のみ) の定在的領域という抽象レベルにととまり, 国際

的分業のプ｡七スそのものを扱いえないことが指摘されるOそもそも国際価値

論が,生産価格論の領域にまで進んでいないことに根本的な疑念をわれわれは

もっのだが.たとえ生産価格論の簡域に入ったとしても,そこからもう一度価

値論の次元に戻 って,価値体系を問題にしなければ.理論は貿易の方向以外は,

利潤率はおろか,国際間の農工分業のプロセスの理解を得ることができなくな

ってしまう｡そのためには,再生産構造を踏まえた生産要素の価値構成の変化

が理論化されなければならなくなる｡が, ここでも, もっ＼とも基軸的役割を担

わされている ｢貨幣価値の国民的相違｣の水準そのものが,量的に把撞できず,

モデルにとって外挿的であるた桝 こ,国際価値論は,具体化へ向かって一歩 も

潜み出すことができないでいるO この点,生産要素価格の変化,具体的には原

料輸入といった不変資本部分に入る要素をモデルに組み込む作業 と,賃金の食

糧価格による換算方法の採用とが 1つの出口を設定して くれるものと思える｡

ただ,あらかじめ弁明してお くと,本稿では,論点の流れ,煮つめ方に主眼

が置かれており,われわれの積極的モデルの提示にまではいたっていない｡ス

ラッファー=レオンチェフ流の生産関数が 1つの突破 口を与えて くれるが,こ

の点についての論証は次稿の課題にせさるなえなかった｡ しかし,結論的には,

国際分業論 とは,少なくとも最終財の最終値の比較にととまるかきり,何 もの

を も照明できないこと, そのためにこそ技術係数の変化方向を明示 したモデル
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が必要 なこと,すなわち, これまでの抽象 レベルを飛躍的に具体化 した次元か

ら出発 させ るべ きである, との論点は確認 しえたのではないだろ うか｡結局,

この理論は先進 国に よる原料生産 の組織化 とい う国家範晴以降の次元に属す る

ものでなければ ならな くなるOた とえ, ｢前半体系｣ で も説 明 しうる部分があ

る として も4), 繰 り返 し述べ るが, それは, あ くまで も ｢前半体系｣ の抽象性

で出会 う制 限の可能的克服の場で しか な く, したが って,国際分業の過程 に流

れ る論理を追求 しうるものにはな りえない ことを, われわれ はいま 1度確認 し

てお こうo

IⅠ 数 値 の 限 定

蓑 1は リカー ドゥの設例 (ただ し, 後述のように変形理解), 表 2は木下悦

二氏の設例 であ るO さらに記号化 した ものを蓑3で表示 している｡

表 1 リカー ドゥの設例

(変形理解)

蓑2 木下悦二氏の設例

国民的生産 ノブ格差

金1gの代表する国民

(上記の意味における)を生産するのに要 (症) 価値価格とは,国内価値を国際的に換
する年間投入労働者数｡ 辞した国際的金価格表現であり,需給関係
(出所) 『リカードウ全集Ⅰ.経済学および を反映して変動する国際市場価格を究極的

悪霊芸竿琵諾'-誓 完 成竿髄 甑 (曇 芸蓮華藍 崇畳語 嘉意義転 国
際価値論｣,189--ジよりd

4) 『資本論』には.世界貨幣,価値法則の国際的適用におけるモディフイケーショL/,外国貿易

と利潤率,為替相場,等の外国貿易と世界市場に関する言及があり,レーニンも『ロシアにおけ
る資本主義の発達』において資本主義下の外国貿易の必然性について語っているという事情を行

沢健=氏は. ｢これらはいずれもいhゆる国家を経ないで外国貿易 世界市場について語ってい

るという事情である｡このような事情は,外国貿易 世界市場の問題のなかには,国家を通じな

いで宿りうる部分があるということを示唆するのである｣(同氏 『国際経済学序説』,ミネルヴ/
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一見 して 明 らか な ごと く, 両 モデル 蓑3 2国2財モテルの記号化

ともに両国, 両部門 の生産費 に相対的 】 贋主管叢開,2=官報
(異国 同部 門間にせ よ, 同国異部門間

にせ よ) な格差 のあ るこ とを前提 に し

て いるo Lか し,比較生産費格差 の意味 内容が,両 モデルではか な り遮 ってい

る ことに注意 されね ばな らないC. リカー ドゥは もともと t./[2<1<tl'/tE′ とい

う条件下 でA国の第 r財,B国の第 2財 の優位 性を示そ うとしたので あ るが,

しか し,IS ミル以降 のす べて の比較生産費説が 暗黙裏 に前提 して い るこ と

描,tl/t2<tl′/t{ とい う条件 さえあれ ば, A国第 1財, B国第 2財の特化傾 向

は 出て くる, とい うものであ る｡ す なわ ち,2部門生産費比率の 2国間格差が

重視 され てい るので あ､る｡

ところが, 国際価値論 では , t./tl'<tz/t2'の側面 が重視 され る5)｡それ は,異

＼7書房,1957年,48ペー})と表現されている｡しかし,吉うまでもなく｢叙述｣と対象を真
正面にすえた ｢論理展開｣とは質的に異なる｡問われるべきは,なぜマルクスが ｢叙述｣を各次

元の論理の中に点在させたのか,ということであろう｡が,少なくとも国際分業の ｢叙述｣はあ

っても,｢論理展開｣はない (本桐注2,参照)｡なれ 渋谷将式はこの点に着日して,外国貿易

を資本一般の運動次元で把鎧する ｢基礎的部分｣と国民経済の運動として撰う｢本来の部分｣と

に分けられるが (同氏 ｢外国貿易論における国際的分業の把極について｣ 『帝兄経済学研究』第

5巻.第2号),必要なのは具体的展望のもとに,問題を具体的に展開してみることであろう｡
この点についてはわれわれ全体の姿勢が反省されるべきことなのだがD

5) この点については.木原行雄氏の重要な指摘があるD ｢もちろんリカードゥにあっては.この

二つの見地が識別されていたわけではないけれども,われわれはこれを,リカードウ理論に含ま

れた重要な2つの方向であると考える｡比赦優仲を,代表的商r.pnの生産費 (所要労働量)の国際

的格差の相違という関係から把握する見地は.マ･ルクスの指摘した国民的労働の浜度および生産

性の格差という価値法則修正の2命題に通じ,他方, 両商品の両国における生産費比率 (した

がって交換比率)の相違から比較優位関係を導く見地は,貿易両国の経済力格差を全く無視した

J-Sミルの国際需要均等説に直結していること,そしてこれを源として近代経済学沢のあらゆ
る均衡論的国際経済学説がはなばなしく展開されて来たこと,これらはすでに多くの論者によっ

て指摘されているところである｡この第1の見地と第2の見地と描,貿易利益の性質をとう把握

するかにおいて顕著な対立となって現われている ｣ (同氏 ｢輸出による超過利潤の本質14)｣
『東京経大学会誌』第76号,1927年3月)の説明されている内容についてはもっともである｡し
かし,われわれがこだわるのは,先進国,後進国の格差が明示されているかぎり,肝心の国民的

労働佑値の換算率の量的把捉方法が具体化されないかぎり,両国の生産力格差のモデル化から

は,何も説明できないことについてである｡いわんや,貿易利潤の平均利潤-の変動効果につい

ても論証しえていない国際価値論は,格差を提示した,という単純な理由だけで,比較生産費説

(均衡喜鮎勺)に対する優位を主張すべきではない,とJ)れわれは考えている｡
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国同部門間の生産性格差を重視したものであると言われている｡すなわち.A

国第 1財,B国第 2財の特化が行なわれる条件として,第 1財生産性における

両国間の開きの方が,第2財のそれよりも大きいことが前提されているのであ

るO もちろん,数式的には tl/t2< tl'/tZJ も tl/tl′<t2/t2′も同じことになるOど

ちらを変形しても他方に転換できるからである｡ しかしノこの数値のみから生

産性格差を表象することは無理であろうoA国における, t., t2 の比較,およ

びB国における tl', t2′の比較に限定されるかぎりはノ それぞれの国民的労働

が等質なので問題はないが,同部門両国間の比較 となると,労働か等質 ではな

いた桝こ,t⊥/t.J<t2/t2Jのみではすなわち, これに他の条件を付加しないかぎ

り,何の意味ももたず,いわんや生産性格差を明示するものではないOたとえ

描, リカ- ドゥの設例を見れば分かるように,イギt)スのラシャを t.,プ ド-

酒を tBとし.ポル トガルのそれらを ElJ,t皇′とすれば,数式的には tl/tl/<t2/

lq.'が成 り立っても,ラシャにおけるイギ 1)ス,ポル トガル間の年産件の開きの

方が,フ ドー酒における開きよりも大きいとは言えないであろうo Lたがって,

生産性格差,あるいは現象的には同じことだが,国民的労働価値の世界市場に

おける換算率の差異が条件として付加されてはじめて,tl/tl′<tZ/[21が意味を

もってくると考えねばならないだろうC.すなわち, tl<tl',t2<t2Iが付加され

たあと,さらに,国民的労働価値の換算率が tl/t2 と tl'/t2Jとの間に挿入され

なければならないのである｡tl/t2<(国民的労働価値の換算率)<[.I/tE√という

数式,しかも, tl<[1'.t空くt2′.t./tl'<[2/t2′が必ずモデル内に組み込まれてい

る, との前提をもってはじめて,生産性の相対的格差にもとづ く特化傾向が出

てくるのであるC.これまで,この種の条件設定に対する吟味も放置されてきた

が,このように改ためて検討してみると,これはきわめて厳しく限定された条

件であることに気づくO比較生産費説では′ 2財O-)国内交換比率に両国間 ∈差

異さえあれば,特化傾向を示す十分条件は満たしえたOところが,国際価値論

では,交換比率の差異があるだけでは十分条件にならないのである｡両国の国

民的価値格差より生産性において上にあるものが輸出され,下に_あるものが輪
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人にされるのであり,たとえ,国内交換率に差異があっても,両財 ともに国民

的価値格差の換算率.以上にあるときとか,=適にともに下にあるときにはノ貿易

の相互句寺化 という状況は出てこない. しかも,生産性格差が明示されるために

は.正 しくは,t.I-tl> t2'-t2>0という差分概念が表象されなければならない

のである｡すなわち,第 1財では生産性が他国より高いが,第2財では低い,

といったケ-ス (水平分業的ケース. 両国の価値換算率が1 1のとき) は生

産性格差という論理方法を用いるかきり除外 されねばならないことになるo

蒙 4はノ以上の説明を表示 した 表4 2国2財モデルの数値

粂什を図示 したものである｡図2 比較生産費説

は比較生産費説の条件を 3通 りの

ケースで示 したものであり,図3

は国際価値論の条件を図示したも

のである｡図3は図2のケース(1)

にあたるo

図1は, tl'[2′の勾配が1より

大 きく, い 2 の勾配が1より小さ

い条件を満たす場合である｡この

条件を満たしさえすれば,第 1財

はA国より輸出される｡図2は,

tlt且の勾配が t.lt21 より小さい条

件を満たす場合であり, tlt2を基

準 とした tl't2'がこれより上^に

tl/L巳<1<t′1/t′巳

(1)tlく くt/1,ta<t′召
(2)tl/t'1<価値換算率< t2/t′2

(荏) 比較生産説がもっとも包括的｡国際価値
論がもっとも限定的｡TJカード.7はその中間
である｡

図1 リカードゥの条件

0 t: t,

〔注) t】t2の勾百己<t′lt′2の勾百己

あるか,交叉するか,下方にあるかは問われていない.ただ t./t巳< tl'/t2′でさ

えあれば,第 1財はA国から輸出され,同国は第2財を輸入するo図3は,tltZ

の勾配が t⊥'tZ′の勾配より小さいだけではなく, tl′tB′が常に tll色の上方にあ

ること,さらに,B国生産力格差を反映するB国国民労働価値のA国に対する
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図 2 比較生産費説の条件

(3つのケース)

0 t; t2' t三七2'
(江) t上土上の勾配<t'､t′巴の勾酉己

価
値
換
算
率

比率を tl't2′に乗 じたもの (tl't皇′を平

行に下方にシフ トさせた点線あるいは

その道)が t.t2 と交叉する条件が付加

されたものである｡

要するに, リカー ドゥあるいは比較

生産費説は生産要素の価格体系が両国

で異なる場合には,それが先進諸国間

のものであれ,先進国と後進国との間

のものであれ,そしてまた,工業品で

あれ,農産物であれ,国と財の種別に

関係なく貿易の動囚が与えられる, と

いうものである｡対する国際価値論は

国については先進国と後進国との間の

貿易として,財についても工業財 と是

図3 国 際 価 値 の 条 件

O tB tt

(注) tltBの勾配 <t'lt'2の勾配 かつt′1t′2は
t.t2より上方にあり,価値換算率をt′.t′2に乗
じた点線が t.t巴に交叉する.

産物の貿易として,限定されざるをえないことになるだろう. この事実をもっ

て′後者が前者より秀れたモデルである, と主張するのはあまりにも単純すぎ
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ようO貿易の動因を説明するには (先進諸国間,先進国と後進国との間の)前

者で充分だか らである｡そ もそも,

｢比噴的にいえは,紙 と竹 とゴム紐で,お もちゃの飛行機をつ くり, ともか

くそれが空気の揚力によって前方に飛ぶ ということを子供に教えるのに (この

種の単純化された くモデル〉 というのはノ結局のところ,そういう もの で あ

る),単発でな く双発のお もちゃの飛行機を作 ったようなものであ り, 煩 わ し

いわ りに格別のメリットはなかったのである｣6),とされる批判から国際価値論

が無線であるとは言い切れないであろうO もしノEEi際価値論が先進国,後進国

a)工業財 と農業財 とに対象を限定するのではなく,先進国間貿易 (財によって

紘,絶対生産費において格差が交叉するのが一般的な)を扱お うとするとき.

しか もそのさい,単なる財交換比率の差異による説明を拒否 して,国際価値の

水準に固執す るときノ先進国,後進国間では実感的に ｢あるはずだ｣ というあ

いまいさですましえた ｢貨幣価値の国民的相違｣.｢国民的労働価値の差 異｣.

｢国民的労働の年産件格差｣な りが,かなりの精度でもって計量されることが

必要 となるだろうO基軸的役割をはたすはずのこれ らの範噂が,実体 としてと

らえられるのではなくノただ観念的理解にとどまるかきり,われわれは現実の

先進諸国間貿易を扱うには,交換比率の差異 (国内価格体系の差異として実感

されるが) というタームを使用せざるをえな くなるのではないだろうか｡ある

いはノせいぜい,生きた労働の使用価値的物的生産性の比較 しかできないであ

ろう｡国民的労働価値の換算率にしてもノ為替相場の影響を受ける制約にまと

6) 小官隆太郎 『ブヨ ソ ロピソノソ｢現代経済学｣の解剖』,日本経済新聞社.1979年.L93へ
一/.これは,I,ヒソソソ-イ-トウエル.宇沢弘文訳 『現代経済学』,岩波書店,1976年,で
二上業生産を新古典派の1部門モデルではなく, 2部門モデルの理論化を試みたが,危局は失敗し
て,従来の1部門モデル以上の成果をあげていないことに対する小官氏の批判である｡確かに,
穀物部門と機械部門とに分割したロヒンソンのモデル (マルクス的再生産論では,この方がfJ:じ
み易いが,C,V,m の構成ではないために.結局はケインズ的 Y-Ⅰ+Cの概念に収戯するもの
である)は,分割の意味がなく,両部門の関係を硬直化しすぎたことから,1部門モデルの射程
Bz巨離1りも実軸､く,かつあいまい,複雑な解しか出てこなかった｡他の面での批判はともかく,
この局面における小官氏の批判は正しい｡国際価値論はこの種の愚行をしていない,と言い切れ
るだろうか｡
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い つかれ なが ら も, 賃金 の世 界通 貨 に よる表示 で代行 す る以 上 に定量 化 の方法

は あ りうるの で あろ うか 7)O 問 題 は, 建 て前 では な く, 具体 的接近 の 可能 性 に

あ る｡

財 の限定 につ いて も, つ め てお くべ き局面 を 国際 価値 論 は これ まで正面 にす

えて論 じて きた わけ では ない｡ 少 な くと も, 工 業財 と農産 物 の特 定化 は, 国際

価 値論 のモ デルに よ って決定 され るの では な く, この モデ ル化 以前 の抽象 レベ

ル で論 証済 みで あ る こ とが要 件 となるはず で あ るに もか か わ らず, そ の説 明は

放 置 され て きたO 第 1財 に工 業財 を, 第 2財 に農産 物 を擬 す るには, これ ら財

7) ここで定量分析の方が定性分析より秀れていることを主張しようとしているのではない8しか

し.少なくとも定性分析は定量分析によってある程度までは(すへてをと言っているのではない〕

そ0)仮説0)正しさを裏付けられるべきであり,鼓付けをする手法の方向性だけは設足 しうるもの

でなければ,たとえそれが抽象レベルの簡域であっても,この部面で発生する論争は初発から無

意味なスコラ論議に陥る宿命を負うことになるq少なくとも労働生産性については,すでに G

D MacDougallによって先駆的な定量化に成功しているBMacDougallは, 7J{l)カがその

労働生産性においてイギリスの生産性の2倍を起える諦晶をイギリスに輸出し, その労働生産

性において2倍以下である商,.Dr,を輸入する傾向をもっていることを発見した, G D A Mac

Dougall B̀rLtlShandAmerlCanExports A StudySuggestedbytheTheoryofColn-

paratlveCo与tも一Eco7Wm-W Joumat,No,61,1951,pp697-71.I.および No621952,pp
487-521,参照｡ とすれば, 国民的労働価値の換算率はイギリスが7メリカの34であるとの結論

が山そうなものであるが,しかし,国際mll値論は生きた労働投入量だけではなく,不変資本 (し

かも7°-)部分をも併せた価値を問題にしているのである｡個々の財の価値は最終財の最終価

値である｡ここに凶難さがある｡他方,定義にこだわりすぎる国際価値論の論争の水準とは図抜

けて高い水準で国際価値論の仮説を具体化-の方向に押し進めた唯一の例外は行沢陸三氏による

日米労働生産性の国際比較に関する膨大な研究である｡その一部は同氏 『労働生産性の国際比較

- 日米工業を中心として- 爪 創文社,1976年, に収められている. 氏の作業は,年産物数

量を生きた労働投入丑で除したものを1人当たり労働の物的生産性として,各部門の ｢国贋生産

性指数｣を算定L さらにそれらを給合する ｢国際給合生産性指数｣を求めて,全休としての各

国の生産性水準比較を行なうものである｡さらに,貿易収支を均衡に保たせるという条件のもと

で各国の相対的賃金水準 (世界通貨に襖算した)の可能的高さをも算定されている｡山てきた数

値をもとに時系列を作成し,実際の国際的経済循環とのつき合わせも行なっておられるQ実際,

込んですら, ｢貨幣価値の国民的相違｣とか ｢国民的労働緬値の換算率｣とかは,ついに確証さ

れなかったQ労働力価値としてほ, ドル --スに直しての (もちろん,為替相場が多大の影響

を与える)賃金水準が比枚的近似的なものとして算出する可能性をもつにすぎないBたとえ,中

位の労働生産性が計量化されても,各国の産業構造が異なるかぎり,それによって両国の価値格

差が未現されるものではない｡すなわち,国際価値論におけるキ- ･タームを定量化することが

ほぼ不可能なことをわれわれは患い知らされるのである.そもそも,経済理論は定盈化しえぬも
のでも,論理的斉合性さえ保ちえたら,それで良しとしなければならないのかも知れない｡とは

言え,せめて,辛- ･タームは実在的に定量すべきである｡それができないという行き詰まりは,
そのような大所高所論で解消されるものだろうか｡
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が [1/tl′<t2/t皇′という性質をもっことの証明がまず行なわれるべきだったので

あるO

国際価値論がモデル展開の前に少なくとも論証をすませてお く-きてあった

問題は2っあったDlっは,農業部門と工業部門との生産性上昇スピ- ドにお

いて前者が後者より遅れることoLかも,後進国,先進国の当該部門の生産性

上昇スピー ドを比較すると,工業部門の方が両国間格差が大きくJ農業部門に

おける両国間格差はそれほどない, ということ｡ このような判定を行なうには

きわめて具体的次元の領域に踏みこまねばならなくなるだろう｡すなわち,社

会的分業の連鎖の型,および生産価格の具体的な形成過程が論 じられねばなら

ないのである｡道に表現すれば,国際価値論が,社会的分業の型 (当然ノ工業

の進展した先進国と,未熟な後進国との間にはこの型に相違がある)を論じる

(]軍論はかなり具体化されたレベルで展開される)ためには,なぜ技術係数が,

そのような形で決まるのかを明らかにしなければならないのである(つまり,

これまでの理論の次元から大きく掩み出した次元の理論領域に国際価値論は移

動する必要がある｡最終財の最終価値 (価格) という問題設定ではそもそも何

ものをも語 りえないのであるo残された問題の2っ釧 ま,貿易の結果.ますま

す工業部門にウェ-トを移す先進国と,農業部門 (実際には原料)に移す後進

国との国内調整プT=セスにとのような差異が生じるのか｡すなわち,社会的分

業の型がどのように変化し,それが両国の国民所得にどのような作用を及ぼす

のか,といった検討であるO結論先取的に言えば,これは,先進国が有利な超

過利潤を取得し,後進国が収奪 とまでは行かなくとも不利な利潤率におし込ま

れる (純経済法則によって)という次元のものではない｡

いずれにせよ,国際価値論は′これまであまりにも不用意に [1,tZ,tl',t21の

数値をモデル内に放 り込みすぎたことは反省されてよいO先進国,淡進国,工

業財,農産物′最終価格,労働価値の換算率 とい う条件のみで何かが語 りつれ

ば,それはそれでよいだろう｡ しかし,不等価交換を論証できず,いわんや

般的利潤率の上昇,下向をも論証できない事実を見るときに,比較生産量説 と
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異なるフレームは何のために必要だったのか｡何 ものを も論証 しえないのなら,

価値論の国際的適用云々に執着する必要はないのである｡価値論の国際的適用

がよしんばできたとしても, このような素朴な適用ですむ問題であろうか｡そ

もそ も価値論の課題 とはこの程度の ものではないO感覚的に表象される先進国,

後進国,工業軌 農産物の区分にあたって, もっと理論の抽象 レベルの性格に

対 して神経質になってお くべきだったのではないだろうか｡

しか し. この種の証明は本稿では救わず,改稿の課題 として残 してお こう｡

本稿の課題はあ くまでも, これまでの国際価値論の性格の吟味を通 じて,われ

われが共同で解決 しなければならない問題を摘出するところに限定されている

か らであるOが, ここで,感覚的叙述にせよ,農工問の生産性における差異を

若干指摘 しておいた方がよいだろう｡

おそ らく,生産性 ヒ昇率は,労働者 1人当た り機械設備装備率の関数である

と見なしても大 きく誤ることはないと思えるoス トック･ベースにおける資本

の有機的構成の高度化がこれにあたる｡ これは必ずしも7°- 1ペースから見

た右横的構成の高度化に直結 しないが､B),校械設備 といっても単一財か らなる

わけでなく,広汎に拡がった社会的分業の果実を工業が享受するうえに,原料

の大量投入の可能性を考えると, フロー ･ペースにおいて も有機的構成の高さ

と生産性向上率 とは相関性をもつと見なしうる9)C.しか も, 工業部門の生産性

8) 周知のように,J.Glllmanは7メ1)カの製造業の資本構成をストyク べ-スとフロー･ペ
ースに分けて歴史的,統計的に計測し, ほぼ舞1次大観まではマルクスの命題が当たっている
が.以降は一定ないしは低下慣向を示すと言う｡JGlllman,FdllngRateofP7Y)jit,1957,
参鳳 なお, Glllman に関する検討については,片桐誠:土｢利潤率の傾向的低下法則の論証に
ついて｣ (北大 『経済学研究』第11巻第 2号.1961年3月)があるD
9) マルクスの場合には,固定的生産係数が前提されているために,資本 労働比率は技術水準一
定o)もとではただ1番額に限定されていて,部門間均衡が保たれる資産,労働の配分はただい監
炉しかない.したがって,利潤率の変化からくる部門間賢本,労働の移動はただ生産価格と価値
との箱離率を一様にするだけで,過剰となった (移動の結果)資本および労働り再吸収プロセス
はない｡あるいはまた.個 q々)分野で生じた技術変化は社会の全部門の技術係数の変化をもたら
す大きな起爆剤となる.国際価値論が行き藷まるのは, 『資本論』的抽象レベルにおいて部門間
調整を考えようとするからである｡詳論は後述｡技術変化 (選択)と労働生産性との関係を後進
国工業化との関連で検討したものとして,AmartyaSen,CたoICeOf Techn書QueS.1960,T.N
SnnLVafan,InTJeSt77WnECrlterlaandChDWeOf 7TechnLQueSC･fProdl'CtlJon,1961.M .ノ
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は また,生産 の迂回化 社会 的分業お よび工場 内分業の細分化 の程度 に比例 し

てい る｡ この迂 回化 の長 さな り, 分業 の蛙 が りな りは,後進 国 よ りも先進 国の

方 が進 展 してい る と見 な さね ば な らない とすれ ば,先進 国工業部 門は後進 国の

それ よ りも, 生産性上昇率が商いであろ う｡他方,農業部門にお いては, 工業

部 門の工場 内分業 の拡が りの可能性 は きわ めて小 さい｡ ｢自然時間｣ の制約を

よ り多 く受 け るか らであ る｡ そ もそ も,播種 と刈 り取 りは同時に進行 させ るこ

とが で きない｡ ｢自然 時間｣を ｢資本時 間｣JO)に転換 しえた工 業部 門に比 して,

農業 は生産 性上 昇力 において決定的 かこ立 ち遅れ るのであ る｡ 工業部門 こそ′設

計,裁 断, 加工ノ完成 の各工程 が空間的拡 が りを もって同時 に進行 させ つる部

門 であ る｡ しか し, 農業 で も道 々とした ものであれ′施 肥, 除草,耕 運 な どの

領域で社会 的分業の恩恵を受 け るために, 先進 国部 門の労働 の生産性 は後 進国

のそれ に比 して高い であ ろ う11)O に もかかわ らず, 依然 として 自然的風土 の制
＼＼ドップ,官本義男訳 『成長と開発の経済学Jl.合同出版杜.1964年,同.石川 澱,官本義男

訳 『経済成長と経済計酌 ,岩波書店.1965年,がある｡1960年代におびただしく出てきた後進

国開発論は,わが国において一時期一定の関心を呼びつつも.いまやほとんど顧みられなくなっ

たが.国際価値論の蓄横のあるわが国の研究者が.この技術選択論的開発論とEg際価値論との結

びつきを図ろうとしなかったのは不思議ですらある｡生産関数の問題などう理解ナればよいか,

といった理論局面のマルクス的浄化が問われていたにもかかわらず両者は結びつけられなかった

o)であるOこの点については,本LLI美彦 ｢後進国l浦発のた妙の投資配分- マ-ラノビス理論の

検討｣ (『経済論叢』第101巻,第6号 1968年6月),および同 ｢後進国開先における技術選択

ルクスの ｢貨幣章｣を生きた労働の ｢時間性｣克服を中心とする限罪 .制限 ･当為のトリ7-ド

の運動をもつ ｢資木章｣として解釈し直したのが,内EEl弘氏である｡氏の叙述は,資本の運動を

--ゲル的弁証法世界に過度に引き寄せる手法に若干の疑問を覚えるものの (弁証法の世界に合

わせて資本は遊動するのではなく,資本の運動がとりあえず,弁証法的に解釈されつる領域をも

つという認識が大事であろう. しかし, この種の区別が.マルクス経済学の場合,意外になさ

れていない).剰余労働と自然とC')相互規定性をみごとに解釈して見せてくれたものである｡同

氏rく資本章)概観｣ (森田桐郎 ･LLr田鉄夫編 『コメソタール ｢経済学批判要綱｣(上)』, 講座
マ/レクス経済学6.El本評論社,1974年,所収)｡単なる｢自然時間｣,｢資本時間｣ではなく,
生きた労働の自然性を媒介にした前者の後者への転化の論理を言及した点に氏の積極的意義があ
るb

ll) 労働の生産性の格差 (先進国と後進国間の)は,工業部面の格差よりも基底的な役割をはた

し.農業部門の生産性の商い先進国で交易条件の有利性が貿易利得を通じる所得増加を生み出す

のに比し,農業生産力の低い後進国では,不利な交易条件のうえに.貿易を通じる所得増加の可

鱈性はきわめて制限されている,と主張するのがW.A.LewISである｡同氏,71heEvolution
oftheZ72ieデ乃LZ加nLZZEco720mZCOrder,PElnCetOn,U P,1977.pp.17-19,参照.
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約を強 く受けるところか ら,農業部門における両国間格差は工業部門における

よりも小さいものと見なさなければならなくなる｡

いずれにせよ,2国2財の種別がモデル設定の段階で先験的に決定されてい

るかきり,国際価値論は,貿易利潤の両国間配分が どのように決定されるか,

というだけではなく,いわんや,先進国が工業部門に後進国が農業部門に特化

する傾向をもつという程度の結論ではなく (この程度のことならは,2国2財

の数値が設定されたその瞬間に出てくるものである),貿 易による両国再生産

構造の変化 と,その変化が及ぼす国民経済への影響について,もっと理論的深

化を行なうべきだったo比較生産費説におけるよりも,国際価値論により表象

される現実の局面が限定されているか らこそ,前者ではあいまいにしか展開さ

れていない社会的分業とその調整プロセスを後者はより具体的に描き切るべき

た ったのであるt,

III 産出量線の性質

数値の限定を明確にすることと併せて,2財の相互規定性がどのようなもの

として表象されているのかの明確化も重要な意味をもってくるC.i)カー トゥの

原型にある2財 (ラシャ,フトー酒)は両者に再生産諭的連関がないものとし

て設定されているが (後述), 多くの新古典派的均衡論に立つ比較生産 費説は

2財でもって再生産構造全体を代表させているo他方,国際価値論にはこの種

の問題意識はほとんどないようだO国際市場価値 (この表現はすこぶる評判が

悪いが,国内価値の国際的換算の意味において使用することにする)が国民的

労働価値の換算率との関係で論じられるときとか,輸出超過利潤O-)源泉等の問

題が論 じられるさいには, tl, t2, tl', t2',国民的労働価値の換算率といった各

数値が七機的関連のないものとしてそれぞれ切断されて扱われている0番妙な

ことに,輸出超過利潤が一般的利潤率を引き上げるか否かが論議される場合で

すら.両財の再生産的連関は明示されず,多 くの場合互いに切断されたまま放

置されているのである｡しかし,そもそも,両財がT業財と農産物に限定され
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るさいには,論理的にはこの段階で両財が再生産構造を集約化したものとし七

設定されておかねばならないOいわんや,中位の国民的労働が云々され,しか

もはぼすべての場合に両国の換算率の両側に両財が都合よく配置される手法が

正当化されるためには,ますます両財をして再生産構造の代表物 と見なされね

ばならなくなるだろう｡貿易利潤と一般的利潤率との関連が精密に論 じられる

ためにも,両財が切断されたまま放置されることができねことは言うまでもな

い｡が,ここでも,一般的利潤率の成立とは両財の資本の有機的構成が等 しく

なければならないことをはたしてどれだけの論者がこれまで意識 してきたので

あろうか, という疑問が残るO この点におい⊂国際価値論のモデルは,用語 .

定義の厳密性に比して,モデル自体の厳密性については著しく鈍感であったの

ではなかろうか｡少なくとも,両国の生産性格差,国民的労働価値の換算率と

いう所与の粂什下で2財を工業部門と農業部門とに限定するということは′モ

デル自体が連に再生産構造によって限定される,ということを意味しているの

である｡上記の諸点の認識が明確にされなかったところに,国際価値論がいた

ずらな定義論争から脱け出して一歩を踏み出すことができなかった大きな坪由

はあるのだろう｡さらに付言すれば,貿易による両国国民経済への波及効果が

理論的に展開されることを期すならば,再生産構造の具現化である生産関数の

型をとうとらえるのかを放置したまま,論議するわけには行かなくなる｡ しか

ち ,生産関数の特殊性についても国際価値論では関心が払われてこなかった｡

以下′この点の重要性を明らかにすべ く,比較生産費説 と国際価値論 との生産

関数,あるいは等産出量線の型の区別を行なうことにする.

両者のモデルのきわだった差異は,比較生産費説がスムーズな生産関数を想

定するのに対して,国際価値論がかなり長期にわたる国定的技術係数からなる

一種炉の生産関数を想定する点にあるだろう｡これは,おそらくは,生産要素

の完全雇用をとの程度重視するかに両者が差異をもっているからである,と思

える｡前者はまず完全雇用が速やかに達成されるぺ く,価格,生産量が弾力的

に伸縮 し,それに適合すべく,技術係数が変化する｡と言うよりも,これ らの
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変化のもたらす均衡化過程にはまった く時間的経過がなく,諸変化は同時決定

的であるO比較生産費説では,長期均衡のみが想定されているのであって,一

時的撹乱と次の均衡点へのプロセスは別の次元の頃域に属するはずなので,そ

うした検討は必要がないとも言えるものの,しかし,諸局面の変化の優先順位

が設定されていないために,比較生産費説の妥当領域はそもそもが同時決定以

上 (すなわち, 1っの均衡点から他の均衡点への推移にあたって,経過するで

あろう時間の要素がまったくモデルに登場する余地はない)に出るものではな

い｡生産関数のスムーズな曲線の想定は,均衡化プT=セスの重要性を消去する

た砂になされたものであろうoここでモデルをどのようにいじってち,プLJセ

ス自体が出てこないのである｡

他方で,国際価値論では2財の再生産論的関連が明示的でないことからも判

明するように,必ず しも生産要素の完全雇用にこだわってはいないと見なせる.

それゆえにこそ,技術係数の固定化のもとで.分配法則が問頴にされ うるわで

あろうoすなわち,国際価値論における固定的技術係数の想定では,第 1財の

生産を第 2財にシフ トさせようとしても,第 1財部門から解放される生産要素

のすべてが第2部門に吸収されるとはかざらず,不変資本部分か,可変資本部

分かのいずれかが′ この シフトの結果遊休してしまうのである｡ したがって,

もし,完全雇用,国定的技術係数,貿易の結果いずれかの部門に生産が特化す

る,という3っの局面が斉合性を保とうとすれば,遊休する生産要素が吸収さ

れて行 く第3の部門をつ くり出さぬばならなくなる｡国際価値論の分野で捜乱

点から新しい均衡点へ向かうプロセスを重視した少数例を占める吉村正晴氏12)

や柴田固弘氏13)が暗示的ではあれ第3部門を想定されているのも,この種のジ

12) 吉村正晴｢国際価値論争の中心点｣(九大 Fl産業労働研究新報』第3号).および同氏｢世界市
場と価値法則｣ (九大 『産業労働研究所報』第12号)参凧.
13) 柴田圃弘 ｢貿易と利潤率について｣(金沢大 『経済論集』第10111号,1975年),同氏｢貿易利

1975年),同氏｢貿易利潤と一般的利潤率一一価値額をめぐるリカードとマルクス- ｣ (『金沢
大学法文学部論集.経済学粛』第23号),同氏 ｢貿島利潤と一般的利潤率-木下悦二氏の見解に
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レンマの解消を図っていたからであろう (後述一 吉村氏にあっては原料部門,

柴田氏にあっては, 内需部門がこれにあたる)｡長期的には国際価値論も,辛

均利潤率と貿易利潤との関係が論 じられ,両国ともに特定財への特化傾向を重

視 しているのであるから,価格,生産量,技術係数の変化を扱わざるをえない

のであるが,初期の固定的技術係数が別の固定的技術係数へと変化するという

理論構造にあるかきり,調整化プロセス,すなわち時間性の重要性が比較生産

費説とは比較にならないほど前面に押し出されなければならないのであるoこ

の点も,これまでは奇妙なほど論議されてこなかったO上記のプロセスに一般

的利潤率の成立条件を付加するとますます技術係数の性格が問題にされねばな

らないのである｡

たとえば,2国2財モデルで比較生産費説,国際価値論において完結した再

生産構造を代表させるものとした場合,生産の等量曲線の軌跡は前著では図4,

後者では図5になる｡ともにE点が初期の均衡点,El点が貿易の結果変動 した

点 とする｡第1財を資本集約的部門とし′第2財を労働集約的部門とする (忠

のために倒言すれば,一般的利潤率が成立 しているとき,部門間に資本の有健

的構成に差異はありえなく, したがって資本集約的,労働集約的 といった区分

は不合理である｡しかし,一応習慣にしたがって, この用法を使うO一般的利

潤率が成立していないときに, この用法は許されるであろう)｡ 両財の生産量

をそれぞれ,Ⅹ,Y 単位:とする｡さらにボックス .ダイヤグラムは総不変資本

部分の賦存量 (価格)を縦軸に,生きた労働 (価格に換算)量を横軸にとって

いる｡両財 ともに,不変資本に入るもの (固定資本なり原料) と労働 とで生産

されるものとするO単純化のために′固定資本のス トックはそのままフp-に

＼的利潤率-吉村正晴氏の見解について-｣し『金沢大学法文学部論集丁経済学篇』穿24号,1977
午).同氏｢貿易の超過利潤の本質と源泉と作用について｣(『金沢大学法文学部論集･経済学篇』
第25号.1978年),同氏｢貿易の超過利潤実現の}カニズムについて｣ (『金沢大学経済論集』第
15号,1978年).同氏 ｢貿易の超過利潤と特別剰余価値｣(『金沢大学経済論集』第16号.1979年).
なお,海野八尋氏は,2部門モデルで柴田氏の命顔 (輸出超過利潤は平均利潤率を引き上げず,
輸入利潤率に転化する)を証明され 基本的に同意されているが,後述のように,柴EE氏の命題
は3部門分割で説明しなければモデルが斉合しなくなる｡同氏｢一般的利潤率と外国貿易につい
て一一一柴田助教授の最近の研究- ｣ (『金沢大学経済論集』第14号,1977年).
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転化す るものとする｡一応 このボ ックス ･ダイヤグラムは先進国の産 出量線の

図4 比較生産費説の等量曲線の軌跡

(効率軌跡)

ー Y 第2財← (Y)

Tー
不変

莞I⊥(Ⅹ)レ- 生きた珊 __｣

(荏)C/Vの各値で最大の生産量を実現させる均衡
点の軌跡であるq縦軸 (下方からみた)の長さが
第1財生産量Ⅹの近似値を示し,横軸 (右端から
みた)の長さが弟2財生産量Yの近似値を示す｡
したがって, El点はE点に比して,より多くの
Ⅹ量と,より少ないY量とが生産されたことを示
す.

図5 国際価値論の等量直線の軌跡

A (Y)

↑
第

1
財

rI
不
欝
*

⊥

(xEl l,= た労働_ ｣

(注)不変資本既存量のすべてを第1財に使用して
も,A(Y)だけの労働力が叢休し.掛こ卑きた労
働力が賦存量のすべてを第2財に使用しても,B
(Ⅹ)だけの不変資二本が連休することを示しているO
生産要素が完全雇用されるためには.E点のみで
あり,他のいかなる点も不変資本か生きた労働か
のいずれかが遊休するD一般的利潤率はこの段階
では成立していないものとする｡

条件が第 1財に有利に作用 した

ため,初期の均衡点Eから,第

1財生産にシフ トするE⊥点へと

均衡点が移 ることを想定す る｡

もちろん,国際価値論にあって

は,第 1財が工業部門,第 2財

が農業部門であるO図40)比較

生産費説では生産関数が弾力的

であ り,技術選択に無限の代替

性のあることが前提 されている

那,図5の国際価値論では,技

術係数が固定的なために,生産

関数が両財で 1種規ずつあるこ

とを示 している｡

言 う ま で も な く, 図 4は

Edgeworth-Bowley流のボ ック

ス ･ダイヤグラムそのままで,

2組の等量曲線 (1SOqllantS)の

接点の軌跡を示す｡すなわち,

効率軌跡 (eif]clenCylocus)で

ある｡ この場合,第 1財におけ

る2つの生産要素 (不変資本部

分に入るもの と,生きた労働)

の限界生産力比率 (等量曲線の

勾配)が,曲線上のすべての点
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で第 2財の生産要素の限界生産力比率 と等 しいことが前提 されている｡ この意

味か ら, この軌跡上の点においては他財の産出量を減少させることなく,1財

の産出量を増加させることが不可能であることになる｡すなわち.資源は最適

をこ配分されて,効率的であるD もし,初期のE点がE.点に移動するとき,第 2

財生産か ら, より多 くの労働 と,より少ない不変資本が解放され るた馴 こ,荏

来の (1､変資本〕/(生 きた労働の値) (-C/V) よりも小さい技術係数を用いて

第 1朋の増産がなされ, 第 2財では,ますます (C/V) の値の小さい技術選択

の もとで縮小生産 されることがこの図 4では示 されているO要するにノ交易条

件の変化が,第 1軌 第 2財 周6 比較生産費説の生産フT]ソティ7曲線

の生産量比率を変化させるが,

それは各財の技術係数を変化

した条件に適合的に変化させ M

るので,Eか らEl点に生産要
:]tl

素の配分が変化 しても･生産 品

財その ものは完全雇用され る

ことに変わ りはないO均衡論

的な比較生産費説では, この

ように常に完全雇用が実現さ

れ るように,技術係数,生産

量比率 とが同時的に決定され

るのである｡

他方の国際価値論 (図 5)

では, どちらが現実に斉合性

を もつか という点を度外視す

れば,比較生産費説のモデル

の ようには.スムーズな調整

0 B N
･-･I,LH.I

(R=〕 MNは年産フF]./ティ7,曲線 Ⅰ､.Ⅰ2 は社
会的無差別曲線コ直線SRの勾配は均衡点Eにお
ける両肘の国内交換比率,あるいは価格比率の逆
数を示すoX,Yはそれぞれ 第1財,第2財の
産出量であるnEからE上-のンフトは,主とし
て社会的無差別曲線の変化 〔交易条件の変化)に
よって.第2財部門から生産要素が解放されて,
第1財部門-と生産要素が移動し,第2財生産量
の減少,第1財生産量の増加を意味する｡また,
財の価格比率は限界生産量比率に等しいことから,
社会的撫差別曲線の勾配と生産フFZ1/ティア勾配
とは等しいQすなわち,価格比率は消費の限界代
替率に等しいD

が想定されていないO均衡点の出現がむ しろ稀なほど,生産要素の遊休化を出



38 (38) 第125巻 第112号

図7 国際価値論の生産フロンティア直線

0 Q QI N
:｣̀･.Lい

(注) MN は生産7°ソティ7,ただし,均衡点
はEのみ. MN の勾配の逆数が価格比率で,こ
れはⅩ,Y量と無関係である｡しかし,均衡点E
以外の点においては,不変資本と生きた労働との
いずれかがコを休する, 均衡点Eは原点の Oより
MN に垂直に引いたOE線との交点である｡

す不安定性を常態 とするのが

国際価値論のモデルである｡

こうした,等量曲線の接点

の軌跡 (念のために付言すれ

ば,国際価値論における接点

の軌跡はな く,ただE点 1点

のみである)に沿って生産 7

T=ソティア (転換曲線あるい

は生産可能曲線)MNを措け

ば,比較生産費説では 図6,

国際価値論では図7かrなるだ

ろう.,この曲線はA国におけ

る第 1財,第 2財の最大可能

生産量の組み合わせを示すO もちろん′内線あるいは直線 MNは第6,7図に

よって示される生産要素供給条件 と生産関数 とによって決定 され る｡両図とも

に,MN 上の任意の点の勾配は,第 1財 と第2財の限界機会費用比率,すなわ

ち, 1財を もう1単位多 く生産す るのに要する費用を他財の産出量の必然的減

少分によって示 した ものであるD この点を重視すれば,比較生産費説ではノ1

財を他財に転換するための限界機会費用が,産出量の士削 口につれて逓増すると

考 えるのが自然であるので,生産 フロンティアの形は原点に凹であると見なさ

れるが1日,国際価値論では,第 1財の費用価格に対する第2財の費用価格の比

率は,生産量の如何 (後述)にかかわ らず-走であると考えねはならず,生産

プロ/ティ7線は直線にならS.るをえない 15'O

14) W FStolperandPA Samue150n,'ProtectlOnandRealWages'.Rm ew ofEconomtc
SLudieS,Nov 1941,pp58-73(ReadlnBlSm theTheoTツ Of Znte777at70nalTrade,1949,
所収),R E Caves,777-Odeand&onomECSinLCture,1960.pp30-35,参照｡
15)各財の生産に収穫不変を仮定し,さらに.各財の生産には,要素価格比率がどのように変化し
ようとも,2つの生産要素が同じ比率で使用されるとすれば, (均衡的には価格比率が一定に回
復するので),年産フロンテ,17は直線となる｡このことは,-財を仲財に転換する限界機会/
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比較生産費説では,交易条件の変化を,各国の生産可能性 と選好パターソと

の相関で説明するOすなわち,生産フロンティ7と社会的無差別曲線の形に依

存させる16㌔ それはまた--シャルの相互需要曲線,あるいは貿易オッファー

曲線のように,各国の貿易意欲を反映 させた ものでもあるL7)｡いずれにせよ,

この理論では,生産 7,p-/ティ了と社会的無差別曲線 との接点Eで.両財の最

適産出量 と価格比率が決まる｡価格比率はE点における接線の勾配の逆数であ

る｡なぜなら,需給が必ず一致 しているか ぎり,舞 1財 1単位価格をPl,第 2

財 1単位価格をP2,それぞれの生産量をⅩ単位,Y単位 とすれば.

PIX-P2Y- Pl/P2-Y/Ⅹ- め

となるか らであるo

A国の交易条件が第 1財に有刺に変化 し,それ とともにB国を含む社会的無

差別曲線 も上方にシフ トするならば (Ⅰ2),A国は第2財の生産を減少させ,第

1財の増産に生産要素を移動させるであろう｡すなわち,第 2財を KT量 (第

2財の国内消費量が国内生産量を超過する部分)だけ輸入 し,その代価 として

第 1財を E.K量 (第 1財の国内生産量がその国内消費量を超過する部分)だけ

輸出するのがA国にとって有利 となる｡A国が消費する第 2財の量はT点によ

って示されるo要するに,価格比率,限界生産費比率,生産の限界患換比率,

＼費用が不変であることを示す｡GM マイヤー,麻EE]四郎.LIJ官不二人訳 『国際貿易と経済発
展』.ダイヤモノト社.1965年,16ペー/の注2,および,∃三野井芳郎,香LLr健一 ｢資本事績 技
術進歩と産業予備軍｣(『資本論講座』第2等.前掲書).参風｡
16) しかし,比校生産費説においても社会的無差別曲線は測定可能なものとして設定されているわ
けではなく.単なる説明上の便宜として考えられているにすぎないbT.ScltOVSky.̀A Recon･
sJderatlOnOftheThec･ryofTarlffs/Remew of Eccrnom7CSzudzeS,Summer,1942.pp
93-95(ReLd,ngs778TheTLeo'ツOfZnter刀LZflOnL7177rtZdF,,1949,),および,P A.Samu-
elson, S̀ociallndJHerenceCllrVeSfQuarterlyJou77Wlof Economics,February.1956,
pp l122,参照っ
17) マーシャルは.交易条件を生産要素の交易条件と見なしている｡ ｢輸出品は代表的 『包』
repres･entatlVebag'o)形をとっている｡すなわち,各1単位の包はいずれも,投T資本L投下
労働の合計〔犠牲〕量を同じ量だけ含んでいる｣と仮定するOその意味では商品交易条件ではない
が.しかし,交易条件がA国に不利に作用すれば,この国の輸出品価格下落一周過爾頁発生-価
格騰貴というプロセスが生じることを表象している｡すなわち,供給条件と需要条件とを一致さ
せるものとして.要素交易条件が介在していると見なしている｡A M8rShall,MoTLey,Credw,
and CnmmeTCe,1923,p 341
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消費の限界代替率のすべてが等 しくなければな らない, とい う条件に したが っ

て.生産 の均衡点Elと消費 の均衡点 Tが決定 され るのである｡

このモテルの最大の特徴は.貿易が必ず しも生産の完全特化を もた らすほ と

の強 い作用を与 え続 けない ことを暗示 してい る点にある7ころ う｡新 しい交易条

件に第 2財 (輸入競合財) が速やかに適 合す- く技術係数を変化 させて新たな

競争力をつけ る うえに,社会的無差別曲線が上方 に シフ トして,需要その もの

が増大す るとい う想定がなされ てい るか らである】8)O

比較生産費説の第 2の倍散は一交易条件の如何 によっては,先進国のA国が

第 1財を輸出す るとはか ざらず,第 2財 (労働集約的) を輸出 し,第 1財 (管

本集約的)を輸入す るケースもあることが示唆 されている点であろ うo もちろ

ん,一般 にはノ工業国は資本の生産要素がな く,労働 の要素が高 く,農業国で

はその道 であるとの想定が モデル外 でなされてはいる ものの, 比較生産費説に

おけ る交易条件 とは主 として需要条件の変化によって決定 され る ものであ るか

ら, キー ･タームである交易条件の変化が常 に第 1財に有利に動 くことが論証

され ないか き り,先進 国の第 1財への特化傾向については何 とも言 ネないので

ある19),

18〕 一般には欝要条件について無視する国際価値論の中でも,木下悦二氏は,貿易財の市場価値水

準に供給量:と需要量との相関性を求められているUすなわち,輸出国市場価値-輸出国社会的価
値×国内販売量+輸入国社会的価値x輸出量)/(国内販売丑十輸出量),および,輸入国市場価
値= (輸入国社会的価値×国内生産量+輸出国社会的価値×輸入量)/(国内販売量)｡ 同氏 『資

本主義と外国貿易』.有斐閣.1963年,174ベーン,参鳳っしかし,技術係数固定化のままで (費

用価格不変のもとで),輸出国と輸入国との市場価値O-)一致 (需給一致になるように厩売仙格が

調節される)を導き出すのが重要な､のか.少なくとも,交易条件の変化に適合すべく,技術係教
と費用価格とを変化させるプロセスを導くのが重要なのかは,視点の匿き方によって一概に言え

ないにしても,A国とB国とで貿易の影響の仕方に差異があることを強調しようとするかぎり

(そもそも先進国,後進国という区分をモデルに導入したのは,国際価値論の分析視角をそのよ
うなものとして固定したことになるl, 木下氏の方向は後者の線L-紛って延長させるへぎであっ

ただろう｡

19) 一般には,生産要素の賦存量が要素価格比率に決定的に影響すると考えられているので,先進

国はますます第1財に特化し.これがまた交換条件をその方向に動かすと想定されているのだ
が,それも宿命的なものではなく.要素既存状態が両国e同じでも,需要条件が,国LAJ価格比率

に一致しない場合には,E貿易の特化方向はこの需要条件のみにしたがうことになる｡ W W
Leontlef,̀TheUseoflndlfferenceCurveslntheAnaly61SOfForelgnTrade:Quarte71y

JoumalofEco7Zmnl-ES,May,1933,pp.499-506(ReadmgsLnthe771eOryQfZnEema-/
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比較生産費説の主張しうる唯一の結論は,国内交換比率と交易条件 との間に

差異があるときに貿易が行なわれ,その結果,国内財生産の比率と生産要素の

各財-の最適配分が変化せざるをえない, という点であり,それ以上でもそれ

以下でもないC.先進国,後進国間の利潤の配分はこのモデルの次元からは出て

こないし,いわんや先進国が工業部門に,後進国が農業部門に特化する傾向す

ら,モデルでは明示的ではない.すべて,この原田はスム-スな生産関数を想

定 した,というただこの1点につきる｡スムースな生産関数の導入こそが′坐

産量比率,価格比率,要素配分比率のすべてが変化 しなければならないことを

示唆しえたo Lかし,それは同時に変化のプロセスの様相から時間性を剥奪す

ることになり,両国の調盤過程で生じるであろう重要な差異を射程内に入れる

ことをできなくしてしまったD とは言え.各因子の全両的変化を明示すること
＼

に課題を限定するときノ比較生産費説のモデルは充分に説明の役割をはたした

のであり,それ以上のことを言おうとすれば,スムーズな生産関数の仮定をは

ずせばすむ問題でもあろう｡いま必要なことは,モデルの射程距離を確かめる

ことである｡特定のモデルに,あれこれと現実の種々の局面をぶつけて,説明

しえないとの非難 (このような愚行が非常にしばしば見受けられる)は,結局

自分たちがモデルを構築するさいに返ってくることになるものである｡理論と

はノ､とくに抽象 レベルの理論 とはノ自己の射程距離の限定を明示するところか

ら構築されねばならないのであるO国際価値論は比較生産費説に対してきわめ

て厳しい断罪を行なってきたoLかし,国際価値論は相手を批判できるほど,

自らcPj内容を豊富化 しJモデルの射程距離をはるかに伸ばしえたのであろうかO

さしあたって,検討すべき課題はここにある｡先述のように国際価値論は,充

分に意識されているとは必ず しも言えないが,先進国と後進国,工業部門と農

業部門との相互作用に自己を限定 している｡とすれば,比較生産費説のように,

＼i10naZT7･ade,1949,所収),および,R-W Jones,̀FactorProport10nSandtheHeckSker1
0hlm Theorem,'Revze7VOfEconom7CStudw∫,vo124(1956-57).pp 1-5,また,M C
拡emp, T̀heRelationbetweenChangesln lnternat10nalDemandandtheTermsof

Trade:Eco7WmeirLCa,January1956,pp41-46.参府.
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交易条件の変化によって,生産量,価格,要素の各比率がすべて変化する, と

いう程度の結論で終わることは許されないだろう｡問われているのは変化の両

国間における差異であり,そのプロセスの型の違いである｡

さて,国際価値論の生産フロンティ7は図7で与えられているoただし,既

述のように,この場合には要素の完全雇用の条件が大幅に緩手口されている｡①

式より,数量ベースから見た交換比率U)逆数が価格比率であるかぎり,要素の

完全雇用という条件に固執すると生産 7 tlソティアはわずかE点のみにならざ

るをえないO完全雇用点の Y/Ⅹ 比率を維持 したまま,両財生産を相似的に縮

小させれば (すなわち,両生産要素がともに遊休化する),Ⅹ,Y はともに原

点に収赦するはずだとする帰納法に即せば,両生産要素の完全雇用点Eは原点

から MN 線に下ろLた垂線の足にならざるをネないからである (生産 フロン

ティアの MN 線 と価格比率線 とは常に直交する)0MN 線上のこのE点以外

の点は,不変資本部分か′生きた労働のいずれかが雇用されなくなる点であるo

E点よりMN 線に沿って上方に/7トすることは, 労働の完全雇用が達成さ

れるであろうが不変資本部分は遊休するし,適に下方の点は,不変資本部分は

完全雇用されるが,労働は遊休する｡MN は,そのような犠牲を払ったうえで

の生産7Tlソティアであることに注意されなければならな＼､｡

このような硬直的モデルであるかぎり,交易条件の変イヒ(第 1財に有利)が

あれば,直接的には.第 1財の市場価格が生産価格を上廻 り.逆に第2財の市

場価格は生産価格を下廻る事態として表現されるであろう｡技術係数が依然 と

して国定的な場合,このことは,第 1部門の利潤がjfの超過利潤 として現われ,

第 2部門が負の超過利潤を押 しつけられる局面が生じることを意味している｡

すなわち,市場価格比率を表現する OElの勾酉己の逆数が, 均衡的生産価格比

率を'T'す OEの勾配の逆数より大 きくなる事態として,図7は理解されるだろ

う｡こうして,第 1財 1単位で OQ/QE単位の弟 2財を取得 しえていた第 1部

門は,OQl/QIEl単位の第2財を取得できるのである.すなわち′第 1部門は,

第 2財に対 Lて従来よりも利潤量が上昇することになる｡同じく,第 2部門は
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同じ量だけ利潤量を失なうことになるだろう｡そのかぎりでは,A国全体の利

潤量は不変にととまるだろう｡1〕国側の需要が増大 しつつ (B国第 1部門の撤

退により, B国側第 1財需要がA国第 1財に向かう), 技術係数不変のもとで

A国第 2部門のすへての生産要素を第 1部門に移してしまえば,負の超過利潤

が消滅 して,第 1部門の正の超過利潤のみが残ることになり,一見A国の利潤

量全体は増大するかのように見えるQ しかし,一般的利潤率が成立していない

ときには,既述のことく,労働の遊休化が生じる (後述するが,一般的利潤率

の成立があるときには1回で輸出入が同時に成立しない- 第ⅥⅠ節参照)｡ す

なわも,剰余価値率が以前の水準と同一にとどまるかきり,価値通 りの販売が

行なわれるかぎり,利潤量は減少するO生産価格以上の市場価格がもたらす正

の超過利潤がこの減少分を上廻るときにのみ, A国全体の利潤量は増大する>

言えるであろう｡しかし,国際価値論のモデルでは,生産関数そのものの型が

導入されていないため,この利潤量が増大するかどうかは,何とも言えないの

である｡いわんや,第 1部門の輸出の超過利潤のみに目を奪われ,第 2部門の

負の利潤を無視することによって,A国全体の平均利潤率が上昇するという認

識にいたっては論外だと言わねばならないだろう｡

しか し,技術係数を固定化させることは,生産価格 (費用価格と言い換えて

もよい) もまた不変であることを意味している｡とすれば,生産価格から市場

価格がいつまでも蔀離したままとどまりうろことはありえなくなるだろう｡第

1部門の市場価格と生産価格 との諦離は,第2部門の:雨離をも招来するだろう

か らである｡固定係数の仮定が維持されるかぎり,当初は第 1部門における生

産価格 と市場佃格との二両節があっても,これは第2財市場価格を引き上げ,結

局は初期の Pl/P2(後述O第Ⅳ節参照)の比率に価格体系は落ち着 くだろうか

らである｡ このとき,一般的利潤率は変化 しない｡ しかし, もっともありうべ

き変化は′価格体系の変化の過程において技術係数自体 もまた変化することで

あろうOが,この局面になると,これまでの最終財の最終価格 (価値)のみを

扱 うにすぎなか-,た国際価値論では何事も語 りえなくなるのである.
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そ もそ も, 価値 論 の国際的 適用 の問題 だ け な ら, 先進 国 の 1労働 日が, 後 進

国 の 3労働 日と交 換 され る よ うに, 両 国の価値 は換 算 され なけれ ば な らない,

と した マル クスの指摘 20)で充 分 なの で あ り, こ こか ら国際 分 業 の形 成 の動 因を

ZO) 念のた砂に,国際価値論で必ず引用されるマルクスの叙述の1つをここに掲げておこう｡以下

の行論で必要なので,この個所での7ルクスの引用を引用①⑧舟④⑧と名付けておく.この個所

は 『資本論』第6第 ｢労働賃金｣の第20草 l労働賃金の国民的差異｣の項で述べられたものであ

る｡付言すれば,第1篇 ｢商品と貨幣｣,第2篇 ｢貨幣の資本への転化｣,第3第 ｢絶対的剰余価
値の生産｣.第4篇 ｢相対的剰余価値の生産｣,第5粛 ｢絶対的剰余価値と相対的剰余価値の生
産｣と続き.当該個所の ｢労働′資金｣が第6執 こ入 り.第7欝で ｢資本の蕃盾調理 1が論じられ

るDすなわち,引用①⑧⑧③⑤ほ.労働力の価値と価格の問題を第4,5第の追加的説明として
ある第6岩の叙述の, そのまた補足的説明の役割をはたしているにすぎない｡ われわれの言ラ

｢コプ｣の位置にある｡

引用① ｢各国には,一定のLL･位の労伸強度と見なされるものがあって,その強度以下では,労

働はある商品の生産tこ際し,社会的に必要な労働時間を消準し,したがって,標準的な質の労働

としては計算されないものとされる｡与えられた1匡=こついて言えば,国民的平均以上に高い強

度のみが,単なる労働時間の長さによる価値の秤量に.変更を加える｡個々の国が.その棒成部

分をなす世界市場ではこれと異なる｡中位の労働強度が国によっ異なり.ここではより大きく,

かしこではより小さい｡したがって.これらの種々のBl民的平均は1つの階梯をなし,その度量
単位は,世界的労働の平均単位であるQしたがって.嶺慶のより大きい国民的労働は,強度のよ

川､さいそれに比すれば,同じ時間に上り多くの価値を生産し この価値ほより多くの貨幣で表

現される｣(『賢本論』第1巻,向筑汎 岩波書店.701ペーゾ)｡

引用⑧ ｢しかし. その国際的適用において,価値法則にさらにより以上の修正を加えるもの

は,i:り生産的な国民が,その商品の販売価格を,その価値にまで引下げることを親争によって

張制されないかきり.世界市場でほより生産的な国民的労働机 同時により強度o)大きい労働と

して計算される,ということである｣ (引用①の続き)0

引用⑧ ｢1回において資本主義的生産が発達していれば,それと同じ程度において,そこでは

労働のEg民的菰度と生産性も,国際的水準以上に高くなっている｡したがって,異なる諸国で等

しい労働時間に生産される同種商品の異なる分量は.不等の国際的価値 ももち, これらの価値

は,鐘Jtに異なる価格をもって,すなわち.国際的価値の如何に応 じて.異なる貨幣額をも･lて

表現される｡したがって,貨幣の相対的価値は.資本主義的生産様式の発達している国民のもと

では,きれがあまり発達していない国民のもとにおけるよりも.小さいであろう,ゆえに,貨幣

で表現された労働力の等価なる名目的労働賃金も.第 1の国民にあっては,弟~2の国民における

よりも高いであろう.ということになる｡しかしこのことは,現実貸金についても,すなわち労

働者の処分しうる生活手段についても,これが当てはまるということを意味するものでは決して

ない｣ (引用(釘に続く)I

引用④ ｢しかし,異なる諸国における貨幣価値の.この相対的差異は別としても,El貿金,過

賃金等は,第1の国民においては.第 2の国民におけるよりも高いが,相対的労働価胤 すなわ

ち剰余価侶ならびに生産物の価値に比しての労働価格は,第 2の国民における方が第 1の国民に
おけるよりも商いということは, しばしば見出されることであろう｣ (引用◎に統くD前掲害,

702ページ)o //
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説くために比較生産格差を導入する必然性はないのであるOあるいは,両者は

まったく違った次元の問題であると言い換えた方がよいのかも知れない｡いず

れにせよ,技術係数の固定化,均衡点がただ1っ,というモデルの性格は,先

進国ノ後進国の相互作用はおろか,比較生産費説で明示された諸国子の同時的

変化という局面すら扱いえないこことを,われわれは自戒しておくへきであろ

つo

(この稿未完)

＼引用⑤ ｢H.ケ7リは瞳々の国民的労働賃金が,国民的労働日の生産性の程度に正比例するこ
とを証明して,このEil際的な関係からっ一般に労働真金が労働の生産性に応じて騰落する,とし､

う結論を引出そうと試みているo (中略)この論結の愚劣なことば,剰余価値の生産にか

んする,われわれの全//[所が証明するところである｣ (前掲書,705ページ)｡


